
７ 保険年金
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 国民健康保険

被保険者 

ア. 加入状況

令和 3年度末(72,951 名)に比べ令和 4年度末は被保険者数が 6.1％減少している。 

（令和 4 年度末現在） 

月

区分 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

一般被保険者 73,587 73,192 72,699 72,417 71,909 71,658 70,920 70,141 69,669 69,289 68,977 68,502

注：被保険者数は各月末時点とする。 

  ：平成 20 年 3 月に退職者医療制度が廃止されたことに伴い、経過措置の対象者が令和 2 年 3

月までに一般被保険者に切り替わったため、令和 2年度以降は対象者なし。 

イ. 月別異動届出状況

（令和 4 年度末現在） 

月

項目 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計

取得届 1,646 748 802 822 826 806 948 750 644 852 765 901 10,510

喪失届 889 832 978 764 872 691 1,123 1,043 749 739 720 910 10,310

世帯変更 64 33 38 44 43 33 44 48 20 34 39 61 501

住所変更 75 113 91 76 96 80 70 69 81 53 65 91 960

世帯主変更 95 88 72 88 93 90 74 84 90 108 99 121 1,102

(学)開始 12 3 1 2 4 1 - 1 - 2 1 4 31

(学)廃止 7 2 2 1 2 2 - 2 2 1 1 - 22

再交付 73 76 77 94 165 296 165 134 105 111 88 89 1,473

その他 2 6 5 4 1 9 8 - 7 5 3 1 51

合計 2,863 1,901 2,066 1,895 2,102 2,008 2,432 2,131 1,698 1,905 1,781 2,178 24,960

ウ. 保険税率及び賦課限度額

（令和 4 年度） 

区分 医療保険分 後期高齢支援分 介護保険分 

所得割率(％) 5.85 1.80 1.55 

均等割額(円) 26,100 6,800 9,400 

平等割額(円) 22,000 6,500 5,800 

賦課限度額(円) 650,000 200,000 170,000 

注：介護保険分は、国保に加入している 40 歳から 64 歳のみ 

保険給付 

疾病・負傷に対し、保険医療機関で診療・薬剤または治療材料の支給・処置・手術・その他の給付

を受けたとき、費用額の 7割を現物給付する。 

義務教育就学前及び 70 歳以上は 8 割。ただし、70 歳以上現役並み所得者は 7割。 

ア. 療養費

緊急その他やむを得ない理由により国保を扱っていない医療機関にかかったとき、保険証を持たず

に治療を受けたとき、医師が認めた治療用装具(コルセットなど)を購入したときに、自己負担分を除

いた金額を申請に基づき現金支給する。 
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イ. 高額療養費

窓口での自己負担が高額になったとき、自己負担限度額を超えた金額を、申請に基づき支給する。 

ウ. 出産育児一時金

被保険者が出産したとき、産科医療補償制度の対象分娩の場合は、当該世帯主に対し 420,000 円（産

科医療補償制度の非対象分娩の場合、支給額は 408,000 円）を申請に基づき支給する。 

エ. 葬祭費

被保険者が死亡したとき、その葬祭を行った者に対し 50,000 円を、申請に基づき支給する。 

オ. 保険給付費額実績

（単位：円）

項目 令和 3 年度 令和４年度 対前年比 

一般療養給付費 20,174,425,065 19,894,626,833 △279,798,232 98.61％

退職療養給付費 － 16,590 16,590 －

一般療養費 161,515,348 152,709,217 △8,806,131 94.55％

退職療養費 14,969 － △14,969 －

審査支払手数料 63,113,481 62,480,832 △632,649 99.00％

一般高額療養費 2,696,924,100 2,721,160,546 24,236,446 100.90％

退職高額療養費 － － － －

一般高額介護合算療養費 2,548,363 3,855,844 1,307,481 151.31％

退職高額介護合算療養費 － － － －

一般移送費 74,500 － △74,500 －

退職移送費 － － － －

出産育児一時金 80,918,704 69,902,714 △11,015,990 86.39％

葬祭費 21,450,000 20,450,000 △1,000,000 95.34％

傷病手当金 2,889,924 5,530,210 2,640,286 191.36％

保険給付費合計 23,203,874,454 22,930,732,786 △273,141,668 98.82％

 後期高齢者医療制度

被保険者 

平成 20 年 4 月 1 日から後期高齢者医療制度が施行された。令和 3 年度末(50,648 名)に比べ令和 4

年度末は被保険者数が 5.9％増加している。  

 （令和 4 年度末現在） 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

被保険者数 50,857 51,051 51,282 51,562 51,842 52,090 52,373 52,593 52,737 53,075 53,311 53,642

   注：被保険者数は各月末時点とする 
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保険料率及び賦課限度額 

後期高齢者医療制度の保険料率は原則、都道府県内は均一の保険料率を用いる。また、その保険料

率は 2年に 1回見直す仕組みになっている。 

年度

区分 
 2、3  4、5 

所得割率(％)  9.64  9.57

均等割(円)  48,765  49,398

賦課限度額(円)  640,000  660,000

 国民年金

老齢の世代に年金を支給して経済的に援助する世代間の支え合いの制度。市町村では法定受託事務

として、第 1号被保険者に係る届出の受理及び報告のほか、任意加入の申出、裁定請求、保険料免除・

学生特例・納付猶予に係る申請等の受理及び報告を行っている。 

被保険者  

   月

区分 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

１号被保険者 34,203 33,809 33,965 34,120 34,520 34,702 34,685 34,627 34,674 34,872 35,005 35,001

任意加入被保険者 413 427 437 431 430 428 428 425 422 425 428 424

３号被保険者(被扶養者) 34,281 34,198 34,047 33,893 33,710 33,608 33,245 33,146 32,994 32,840 32,739 32,689

合計 68,897 68,434 68,449 68,444 68,660 68,738 68,358 68,198 68,090 68,137 68,172 68,114

   注：被保険者数は各月末時点とする 

保険料の免除者数 

所得が少ないなどで保険料の納付が困難な場合に、承認を受けると納付が免除あるいは猶予される。 

 区分

年度 
被保険者数

第１号(強制)

被保険者数(Ａ)

免除者数 免除率(％)

(Ｂ)／(Ａ)法定免除 申請免除 学生特例 納付猶予 計(Ｂ)

3 70,823 35,837 3,084 4,611 4,122 1,659 13,476 37.60

4 68,114 35,001 3,209 4,437 3,951 1,636 13,233 37.81

前年対比(％) 96.17 97.67 104.05 96.23 95.85 98.61 98.20 …

（令和 4 年度末現在）


